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連 結 注 記 表 
 

 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 １０社 

   会社名  NICERA EUROPEAN WORKS LTD. 

        昆山日セラ電子器材有限公司 

        日セラテック株式会社 

        日セラマーケティング株式会社 

        NICERA HONG KONG LTD. 

        NICERA AMERICA CORP. 

        NICERA PHILIPPINES INC. 

        上海日セラ磁性器材有限公司 

        上海日セラセンサ有限公司 

        昆山科尼電子器材有限公司 

 

２．会計処理基準に関する事項 

(1) 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び以下の注記の記載金額は、百万円

未満の端数を切捨てて表示しております。 

(2) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

     その他有価証券 

      時価のあるもの ……… 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。） 

      時価のないもの ……… 移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

商品、製品、仕掛品、原材料 …… 当社及び国内連結子会社は主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）、在外連結子会社は移動平均法による低価法 

貯蔵品 ……………………………… 主として最終仕入原価法 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く) … 当社及び国内連結子会社は定率法 

但し、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法を採用しております。 

在外連結子会社は主に所在地国の会計基準の規定に基づく定

額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物及び構築物     ４年～50年 

 機械装置及び運搬具   ２年～10年 

 工具、器具及び備品   ２年～10年 

② 無形固定資産(リース資産を除く) 

土地使用権 ………………………… 所在地国の会計基準の規定に基づく定額法 

ソフトウエア（自社利用） ……… 社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法 
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(4) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 ……………… 当社及び連結子会社は売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 ……………… 当社及び国内連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しており

ます。 

③ 役員賞与引当金 ………… 当社は役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

(5) 退職給付に係る会計処理の方法 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（30年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。 

③ 小規模企業等における簡便法の採用 

当社及び国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る連結

会計年度末自己都合要支給額(特定退職金共済制度により支給される部分を除く)を退職給付債務と

する方法を用いた簡便法を適用しております。 

(6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
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連結貸借対照表に関する注記 
１．有形固定資産の減価償却累計額  15,231百万円 

 

２．たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

   商 品 及 び 製 品       1,895百万円 

   仕 掛 品       1,021百万円 

   原材料及び貯蔵品       2,063百万円 

 

３．連結会計年度末日満期手形の会計処理 

手形交換日をもって決済処理しております。従って、当連結会計年度末日は金融機関の休業日のた

め、期末日満期手形が以下の科目に含まれております。 

   受 取 手 形         26百万円 

 

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

   普 通 株 式       27,231,257株 

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり

の配当額 
基準日 効力発生日 

平成30年２月９日 

取締役会 
普通株式 1,360百万円 50円 平成29年12月31日 平成30年３月13日

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり

の配当額
基準日 効力発生日 

平成31年２月８日 

取締役会 
普通株式 1,905百万円 利益剰余金 70円 平成30年12月31日 平成31年３月12日
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金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、運営に必要な資金を通常の営業キャッシュ・フローから調達する事を基本としてお

ります。一時的な余資は主に短期的な預金などで運用し、設備投資などで一時的に多額の資金が必要な

場合は、その時点での経営環境によって市場あるいは銀行借入により調達を行うこともあります。デリ

バティブ、投機的な取引は行わない方針であります。 
 
(2) 金融商品の内容及びそのリスクと管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は会社規定に従い取引先ごとの期日及び残高を管理すると共に、定期的な与信の見直し顧客財務状況の

確認を行ないリスク軽減に努めております。 

投資有価証券は、安全性の高い短期金融商品や上場株式、業務上の関係を有する企業の株式及び投資

信託であり、市場価格の変動リスクに晒されており、定期的に市場価格や発行体の財務状況などを把握

する事で管理を行っております。 

営業債務である支払手形及び買掛金と未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であり変動リス

クに晒されておりますが、適時流動性預金残高の管理と資金繰りを把握する事によってリスクを軽減し

ております。 
 
(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成30年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。 

 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

（１）現金及び預金 35,398 35,398 － 

（２）受取手形及び売掛金 4,757 4,757 － 

（３）投資有価証券 1,230 1,230 － 

 資産計 41,386 41,386 － 

（４）支払手形及び買掛金 2,194 2,194 － 

（５）設備関係支払手形 266 266 － 

（６）未払金 538 538 － 

（７）未払法人税等 579 579 － 

 負債計 3,579 3,579 － 

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 

(3)投資有価証券 

時価は、株式等は取引所の価格、取引金融機関等から提示された価格によっております。 

(4)支払手形及び買掛金、(5)設備関係支払手形、(6)未払金、(7)未払法人税等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 

    ２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

 
１年以内 

（百万円） 

１年超５年以内

（百万円） 

５年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

 現金及び預金 35,398 － － － 

 受取手形及び売掛金 4,757 － － － 

合計 40,156 － － － 
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１株当たり情報 

１．１株当たり純資産額        1,876円48銭 

 

２．１株当たり当期純利益        107円64銭 

 

 

重要な後発事象 

（自己株式の取得） 

当社は、平成31年２月８日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適

用される同法第156条の規定に基づき、下記のとおり自己株式の取得枠を設定することを決議いたしまし

た。 

１．自己株式の取得を行う理由 

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行、および資本効率の向上を図るとともに、株主

の皆さまへの利益還元を充実させるために自己株式の取得を行うものであります。 

２．自己株式取得の内容 

(1) 取得対象株式の種類  当社普通株式 

(2) 取得する株式の総数  90,000株（上限） 

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合0.33％） 

(3) 株式の取得価額の総額 2 億円（上限） 

(4) 取得期間       平成 31 年２月 12 日から平成 31 年４月 30 日まで 

 

 

その他の注記 

 事業構造改善費用 

事業構造改善費用は、一部連結子会社の事業構造改革の実行に伴い発生したものであります。 

内訳 金額（百万円） 

棚卸廃棄損 69 

計 69 
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個 別 注 記 表 
 

 

重要な会計方針に係る事項 

１．貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び以下の注記の記載金額は、百万円未満の端数を切

捨てて表示しております。 

 

２．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式 ………………… 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの ………… 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。） 

時価のないもの ………… 移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

商品、製品、仕掛品、原材料 ……… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法） 

 貯蔵品 ………………………………… 最終仕入原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） … 定率法 

但し、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物        ４年～50年 

 機械及び装置    ２年～10年 

 工具、器具及び備品 ２年～10年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） … 自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法 

 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 ……………… 売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見積額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 ……………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当事業年度の負担額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 ………… 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(4) 退職給付引当金 ………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。なお、退職給付債務の算定は簡便法によって

おり、退職給付債務の金額は事業年度末自己都合要支給額（特定退職金共

済制度により支給される部分を除く）としております。 

 

５．その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 
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貸借対照表に関する注記 

１．たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

商 品 及 び 製 品        1,412百万円 

仕 掛 品         415百万円 

原材料及び貯蔵品         495百万円 

 

２．有形固定資産の取得価額から直接減額した圧縮記帳額は、次のとおりであります。 

建 物          16百万円 

構 築 物          3百万円 

機 械 及 び 装 置         116百万円 

工具、器具及び備品          3百万円 

 

３．有形固定資産の減価償却累計額    7,393百万円 

 

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを含む） 

短 期 金 銭 債 権         709百万円 

長 期 金 銭 債 権          750百万円 

短 期 金 銭 債 務         707百万円 

 

５．期末日満期手形の会計処理 

手形交換日をもって決済処理しております。従って、当事業年度末日は金融機関の休業日のため、期

末日満期手形が以下の科目に含まれております。 

受 取 手 形          26百万円 

 

 

損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

  営業取引による取引高 

関 係 会 社 に 対 す る 売 上 高  1,166百万円 

関 係 会 社 か ら の 仕 入 高   9,708百万円 

関係会社に対する材料有償支給高  3,009百万円 

そ の 他    99百万円 

  営業取引以外の取引による取引高     575百万円 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

 当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数 

普 通 株 式          12,829株 
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税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動）  

未 払 事 業 税 44百万円 

た な 卸 資 産 評 価 損 63百万円 

そ の 他 18百万円 

繰延税金資産（流動）合計 126百万円 

  

繰延税金資産（固定）  

減 損 損 失 89百万円 

貸 倒 引 当 金 33百万円 

関係会社株式評価損 72百万円 

関係会社出資金評価損 192百万円 

そ の 他 55百万円 

繰延税金資産（固定）小計 443百万円 

評 価 性 引 当 額 △354百万円 

繰延税金資産（固定）合計 88百万円 

繰延税金負債（固定）  

固定資産圧縮積立金 143百万円 

その他有価証券評価差額金 82百万円 

繰延税金負債（固定）合計 225百万円 

繰延税金負債（固定）の純額 136百万円 
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関連当事者との取引 

 子会社 

属性 会社名 
議決権等の

所有割合 
関係内容 取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

子 

会 

社 

昆山日セラ電子器材有限公司 直接 100%

当社製品

等の仕入

販売 

製 品 等 の 販 売 20 売 掛 金 21

製 品 等 の 購 入 1,108 買 掛 金 71

有 償 材 料 の 支 給 144 未収入金 17

出向者等給与の支払 22 ― 

NICERA PHILIPPINES INC. 直接 100%

当社製品

等の仕入

販売 

製 品 等 の 販 売 411 売 掛 金 71

製 品 等 の 購 入 6,950 買 掛 金 494

固 定 資 産 の 売 却 427 

未収入金 275有 償 材 料 の 支 給 2,865 

技 術 指 導 料 受 取 54 

資 金 貸 付 － 
短期貸付金 250

長期貸付金 750

貸付金利息の受取 16 未収収益 10

上海日セラセンサ有限公司 直接 55%

当社製品

等の仕入

販売 

製 品 等 の 販 売 553 売 掛 金 40

製 品 等 の 購 入 1,631 買 掛 金 138

出 資 金 配 当 受 取 104 ― 

 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 (1) 材料、商品、製品等の販売及び固定資産の売却につきましては、購入価格、総原価から算定した価格

を勘案し交渉の上、決定しております。 

 (2) 製品、材料等の購入につきましては、当社製品の総原価及び市場価格並びに関係会社から提示された

総原価を勘案し交渉の上、決定しております。 

 (3) NICERA PHILIPPINES INC.に対する資金の貸付につきましては、市場金利を勘案して決定しており、

返済条件は期間９～10年で年賦返済としております。 

 (4) 技術指導料につきましては、業務内容を勘案し両者協議の上決定しております。 
（注）海外関係会社に対する取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

 

 

１株当たり情報 

１．１株当たり純資産額          1,567円77銭 

 

２．１株当たり当期純利益          72円14銭 

 

 

重要な後発事象 

（自己株式の取得） 

当社は、平成31年２月８日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適

用される同法第156条の規定に基づき、下記のとおり自己株式の取得枠を設定することを決議いたしまし

た。 

１．自己株式の取得を行う理由 

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行、および資本効率の向上を図るとともに、 株

主の皆さまへの利益還元を充実させるために自己株式の取得を行うものであります。 

２．自己株式取得の内容 

(1) 取得対象株式の種類  当社普通株式 

(2) 取得する株式の総数  90,000株（上限） 

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合0.33％） 

(3) 株式の取得価額の総額 2億円（上限） 

(4) 取得期間       平成31年２月12日から平成31年４月30日まで 

 


